
第２回首都東京にふさわしい将来の水道システムを考える会 

参考資料 
 

『東京とは』 

 東京とは ·················································································１ 

 

『東京水道の抱える課題と進むべき方向』 

１ 豊かな暮らしを支える水道 

 安全でおいしい水の供給 ····························································７ 

 貯水槽水道対策 ········································································９ 

 水源林の保全 ········································································１２ 

 

２ 断水につよい高水準な水道 

 震災対策 ··············································································１５ 

 事故時のバックアップ ····························································１６ 

 異物混入対策（テロ等） 

 水源の確保 ···········································································１８ 

 

３ 次世代につなげる水道 

 浄水施設能力の確保 ·······························································２２ 

 水道施設の更新・機能強化 ······················································２３ 

 施設の効率的・安定的な運転管理 ·············································２５ 

資料４ 



東京とは

国政機能の集積

出典：参議院ＨＰ

国会議事堂

最高裁判所

首相官邸

東京都の経済規模
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「行財政改革の新たな指針（Ｈ１７．１１知事本局発表）」資料

資本金１億円以上の企業本社の分布

東京とは

東京都への流入人口

出典：平成12年国勢調査（総務省）

埼玉県
１０７万人 茨城県

８万人

神奈川県
１０８万人

千葉県
８３万人

その他
８万人

常住人口 1,202万人

流入人口 314万人

流出人口 49万人

昼間人口 1,467万人
－
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出典：総務省「社会生活指標」2004データ
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東京とは

外資系企業分布

「行財政改革の新たな指針（Ｈ１７．１１知事本局発表）」資料
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国際コンベンション開催件数上位７都市
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東京とは

外国人旅行者訪問率
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出典：国際観光振興会「2001-2002訪日外国人旅行者調査」

外国人旅行者訪問率
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大学数上位７都市
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１０６百万ｍ3

１９７百万ｍ3

１７４百万ｍ3

高度浄水ろ過量

（年間）

Ｈ１１． ３日量 55万m3
三郷浄水場

(110万m3/日)

Ｈ１６．１１日量 85万m3
朝霞浄水場

(170万m3/日)

４３％

一期 Ｈ４.６

二期 Ｈ８.３
日量 52万m3

金町浄水場

(150万m3/日)

高度浄水
処理率

通水時期導入規模

これまでの取組（高度浄水処理の導入）
～平成１６年度の実績～

※朝霞浄水場の高度浄水処理量は平成１６年１１月から平成１７年３月までを計上

※「高度浄水処理率」は、利根川水系全配水量に占める高度浄水処理水の割合

１ 豊かな暮らしを支える水道
（安全でおいしい水の供給）

《水質検査地点一覧》

自動水質計器（123箇所）
浄水場（所）（71箇所）
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貯水槽水道使用者の満足度

～貯水槽経由ではより不満が多い～

満足 不満足 その他

19.6% 61.7% 18.7%

36.3% 41.2% 22.5%

貯水槽

直 結

（平成15年度水道事業に対するお客さま満足度調査結果より）

１ 豊かな暮らしを支える水道
（安全でおいしい水の供給）

浄水場

配・給水

管理点

自動水質計器を活用した

給水栓を中心とした水質管理

水源

～水源から蛇口までの

きめ細かな水質管理～

凡 例
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調査総数

12,248
56%

2,932
13%

6,932
31%

３階まで

４・５階

６階以上
３階まで

４・５階

６階以上

608
54%

10%

408

36%

ＣＤ判定階高分布

１７年度の貯水槽水道の点検・調査結果
（Ｈ１７年１２月末現在）

CD判定：C→水質が悪化する状態にあるもの
D→調査時に水質に異状があったもの

調査総数全体の約７割が５階までであったのに対して、C・D判定になったものうち５階建てま
でのものは約９割を占めている。→ ５階建て建物の小規模貯水槽水道の管理に問題がある。

（≒法的規制のない有効容量１０ｍ３以下の貯水槽水道）

１ 豊かな暮らしを支える水道
（貯水槽水道対策）
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区部 多摩

注）３階以上の木造建物、防火造建物、準耐火造建物は85,141棟あるが、全てを
３階建てとし、１－３階に含めた。

出典）東京消防庁「東京都の市街地状況調査報告書（第６回、平成１２年３月）」

東京都の階層別建物数
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３階直圧直結給水件数の推移
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ま )
17年度は10月末

１ 豊かな暮らしを支える水道
（貯水槽水道対策）

水道法上の水道事業者と衛生行政との関係
 

 

                   
               
 
                    

                                              

 
              連 携 

 

利 用 者 

 

貯水槽水道設置者 
（貯水槽水道設置・廃止等の 

届出、管理基準等の遵守、 

法定検査の受検） 

 

 

 水 

道 

事 

業 

者 

法令等による

規制、改善指

示、改善措置 

(給水停止命令） 

供給規定に基
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言等 

 

衛 

生 

行

政 
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供給規定に基づく衛生管理向上に向けての取組（情報の収集・指導助言等）
（全ての貯水槽水道を対象とする）水道局

福祉保健局では、次の内容を規定した条
例を制定し、これに基づき指導等を実施
①有効容量5ｍ3を超える施設と学校・病
院・社会福祉施設等の管理基準、その他
必要な事項
②５ｍ3以下の施設の管理についての努
力規定

市町村

水道法に基づく管理の指導の実施

要綱に基づく管理の指導の実施区 部

衛
生
行
政

簡易専用水道
（貯水槽の有効容量10ｍ3超）

小規模貯水槽水道
（貯水槽の有効容量10ｍ3以下）

水道法上の容量別の貯水槽水道に関する規定

１ 豊かな暮らしを支える水道
（貯水槽水道対策）
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水道水源林管理計画 ｰ第９次ｰ
（１９９６～２００５年度）

管理の目的：良好な水源林を保護・育成することにより、安定した河川流量

の確保及び小河内貯水池の保全を図ること。

森 林 保 全 事 業

治 山 事 業

林 道 事 業

水源地啓発事業

全 体 計 画

森 林 の 保 全 計 画

施 設 の 管 理 計 画

予 防 治 山 計 画

復 旧 治 山 計 画

小 河 内 貯 水 池 流 入
河 川 予 防 治 山 計 画

開 設 計 画

改 良 ・ 補 修 計 画

水 源 地 ふ れ あ い 事 業

水源地クリーン作戦計画

１ 豊かな暮らしを支える水道
（水源林の保全）

多摩川水源森林隊

荒廃が進む民有林(人工林が対象)をフィールドに、都民参加
による学習活動とボランティア主体の森林保全活動を実施

平成１４年７月 多摩川水源森林隊発足

平成１５年８月 本格的な森林保全活動開始

森林学習活動 森づくり作業体験
12



上下流交流事業

間伐体験・植林体験 浄水場の見学

水源地域に住む人々と水を利用する人々が交流を通じて、
水の大切さと水を育む森林の大切さについて、意識を高め、
相互の理解を深める目的

相互訪問事業（ダム見学、間伐・植林体験、浄水場見学など）

ホームページの作成 など

１ 豊かな暮らしを支える水道
（水源林の保全）

森林の多面的機能森林の多面的機能

林産物生産
木材、きのこ・山菜、工業原料、工芸材料

物質生産機能

教育・文化
景観・風致、学習・教育、芸術、宗教・祭礼、伝統文化、地域性維持

保健・レクリエーション
療養、保養(散策、森林浴)、行楽、スポーツ保健休養･

文化機能

地球環境保全
地球温暖化の緩和(二酸化炭素吸収)、地球の気候の安定

生物多様性保全
遺伝子保全、生物種保全、生態系保全

快適環境形成
気候緩和、大気浄化、快適生活環境形成(騒音防止)

土砂災害防止／土壌保全
表面侵食防止、表層崩壊防止、その他土砂災害防止、防風

水源かん養機能
洪水緩和、水資源貯留、水量調節、水質浄化

環境保全

機能公
益
的
機
能

森
の
多
面
的
機
能

出展：森づくり推進プラン 平成16年4月(東京都)



シカによる食害

シカの生息数は、都内に２，０００頭（平成16年度推定値）

シカ食害による下層植生の消失、植栽木等の枯死が広域的に発生

被害が進むと土砂の流出等、水道水源林の機能が低下

モミの食害 植栽木の被害

１ 豊かな暮らしを支える水道
（水源林の保全）
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◆首都中枢機能の継続性確保

⇒ ライフラインの多重化・拠点施設の耐震化

◆ ３次医療機関等人命に関わる重要施設への対応

⇒ 供給ラインの重点的耐震化

⇒ 被災時における機能確保のための施設の多重化・分散化

首都直下地震対策大綱（平成１７年９月）

ライフライン事業者に求められる施策

２ 断水につよい高水準な水道
（震災対策）

管路の耐震水準
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（Ｈ10～）
耐震継手管
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広大な配水区域

給水所整備

城北線

金 町

第一城南 和田堀

給水所整備

給水所の新設
（大谷口）およ
び周辺給水所
の配水区域の
再編により分割

給水所を整備し、
配水区域を分割

配水区域別給水件数
（H16年度末時点）

0

200

400

600

800

1000

1200

城

北

金

町

第

一

城

南

和

田

堀

（千件）

給水所整備

世田谷東部高台地区
に給水所が未整備

蒲田・羽田地区に
給水所が未整備

全体の約５割の
給水件数

北区低地地区に
給水所が未整備

２ 断水につよい高水準な水道
（事故時のバックアップ）

配水池容量の偏在と不足

都心部、城南部において
配水池容量が不足

既設（5万m3）

建設中

芝

5.3時間

2.3時間
3.7時間

16



：既存給水所

：増圧ポンプ所

：新設（改築）給水所

：休止給水所

：浄水場

幹線等によって一系統で受水（配水）している区域

幹線から配水している区域

増圧Pによる配水している区域

西瑞江

金 町

南千住

葛 西
江東

豊住

本郷

板橋

三 園

城北線

和田堀

淀 橋

長沢

玉川
上池台

第二城南（減圧）

有 明

第一城南

芝

水元

北
鹿浜

長沢

砧上

高井戸

上井草

八雲

第一城南（減圧）

境

三園

金町

南北支線

鹿浜直送

小右衛門、江
北給水所整
備により解消

大井給水所整
備により解消

２ 断水につよい高水準な水道
（事故時のバックアップ）
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東京都の水系別水源内訳

全体
６２３万ｍ３／日

利根川水系
７８％

（４８５万ｍ３／日）

多摩川水系
１９％

（１１６万ｍ３／日）

その他
３％

（２２万ｍ３／日）

２ 断水につよい高水準な水道
（水源の確保）

都の保有水源内訳

18

（万ｍ３／日）

水源量 備　　考

５２９ 

８２ 

中川・江戸川緊急暫定 ４４ 緊急暫定水利

砧上・下 １８ 河床の低下による取水不良

相模川（分水） ２０ 川崎市等からの分水協定を毎年更新

１２ 将来、水源施設の完成により安定化の見込み

６２３ 

注２）玉川浄水場の水源１５万m
3
/日については、水質悪化により水道用としては休止中である。

注１）多摩地区において、地下水などの予備的な水源が４０万m
3
/日程度。

安 定 水 源

課 題 を 抱 え る 水 源

不 安 定 水 源

合 計



頻発する渇水

項目 取 水 制 限 状 

取水制限期間

渇水年 自 至

① 昭和４７年 6/6 7/15 40 15%

② 昭和４８年 8/16 9/6 22 20%

③ 昭和５３年 8/10 10/6 58 20%

④ 昭和５４年 7/9 8/18 41 10%

⑤ 昭和５５年 7/5 8/13 40 10%

⑥ 昭和５７年 7/20 8/10 22 10%

⑦ 昭和６２年 6/16 8/25 71 30%

⑧ 平成　２年 7/23 9/5 45 20%

⑨ 平成　６年 7/22 9/19 60 30%

⑩ 1/12 3/27 76 10%

⑪ 8/16 9/25 41 30%

⑫ 平成　９年 2/1 3/25 53 10%

⑬ 平成１３年 8/10 8/27 18 10%

取水制限の平均日数 45.2

※一時緩和を含む

取水制限日数

(日間)
最大取水制限率

平成　８年

利根川における既往渇水の状況

昭和４７年から

平成１６年までの

３３年間で

１３回の取水制限

を実施

国土交通省ＨＰより

２ 断水につよい高水準な水道
（水源の確保）

将来の水源状況

300

400

500

600

700

現在の水源量 将来需要量

実際の
供給能力

(万m3/日)

６８０

６２３
６００

少雨傾向により、利根川
の実際の供給能力が低下
（約２割減）

将来の水源量(施設完成後)
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利水安全度の低い利根川・荒川水系

１／ ２１／１０筑後川

１／１３１／１０淀川

１／ ３１／１０木曽川

１／ ３１／ ５荒川

１／ ２１／ ５利根川

１／ ５１／ ５吉野川

現況計画

利水安全度
水系

（注） 国土交通省の資料をもとに作成

水源開発は、基本的に１０年に１回（１／１０）の割合で発生する規模の渇水を対象に計画
されている。

５２７サンフランシスコ

２８５ニューヨーク

１１８台北

３０首都圏

１／１５１／５０ロンドン

１／ ７既往最大ニューヨーク

１／１１既往最大サンフランシスコ

現況計画都市

人口１人あたりのダム貯水容量（ｍ３）他都市の状況

＜参考＞

２ 断水につよい高水準な水道
（水源の確保）

ダムからの

補給

河川の自流

計画策定時 河川流況 近年の河川流況

ダムからの

補給

河川の自流

供給不足

少雨に

よる

影響

少雨に

よる

影響

約

２

割

利根川の過去１００年間の年降雨量データを調べると、雨の多い年と少ない年との変動幅が広がりつつあり、また最も
雨の少ない１０ヶ年のうち８ヶ年が戦後に集中しています。
雨の降り方にもよりますが、一般的に雨が少ないとダムに貯まる水が少なくなり、ダムから川に供給できる水量も少な

くなります。
現在、利根川では、利水安全度が１／５の計画で水資源開発を進めていますが、近年のような少雨年の頻発が続いた場

合には、ダムから供給できる水量が減ってしまいます。
利根川水系では、近年２０年の降雨の状況では、ダムから安定的に供給できる水量が当初計画していた水量よりもおお

よそ２割目減りしてきています。

利根川流域（栗橋上流域）の年降水量の経年変化 近年の少雨傾向が継続した場合の実際の利根川の供給能力

利根川水系における河川流況の変化
～ 「首都圏を取り巻く水事情（平成１５年８月 国土交通省関東地方整備局河川部）」より抜粋 ～

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000

(mm)

明治３３ 明治４３ 大正９ 平成１２平成２昭和５５昭和４５昭和３５昭和２５昭和１５昭和５

　　　年降水量

　　　５年移動平均

　　　雨の少ない年
　　　ワースト１０

　　　傾向
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利水安全度の概念図（ダム開発の場合）

出展：東京水道新世紀構想‐ＳＴＥＰ２１‐

２ 断水につよい高水準な水道
（水源の確保）
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能力低下の現状
３ 次世代につなげる水道
（浄水施設能力の確保）

過去１０年間の
月別平均施設能力

当該月の
過去１０年間の
日最大配水量

0

100

200

300

400

500

600

700

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

686

← 600 万ｍ３
／日

（将来需要）

← 現有施設能力

（万m
3
／日）

（平成７～１６年度）

維持補修等による能力低下

維持補修等による能力低下量

700

600

500

400

300

（万ｍ3/日）

現有施設能力

６８６

将来需要量

６００

経常的な
能力低下

供給能力の実態

実際の
供給能力

22



水道施設の更新・機能強化

0
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200
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施
設
能
力
　
万
ｍ
３
/
日
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配
水
池
容
量
　
万
m
3

0

1 , 000

2 , 000

3 , 000

4 , 000

5 , 000

1920～ 1925～1930～　1935～ 1940～1945～1950～ 1955～1960～1965～ 1970～1975～1980～ 1985～1990～1995～ 2000～

配
水
管
延
長
　
ｋ
ｍ

浄水場 686万ｍ3

配水管 約25,000km

給水所 210万ｍ3

全体の７割

３ 次世代につなげる水道
（水道施設の更新・機能強化）

浄水場・給水所の更新例

・耐震水準の確保（鋼製ドーム型）

・配水池容量の増強

（4.0万m３ ⇒ 5.0万m３）

能力増を伴う全面リニューアル

・施設の老朽化

・配水池容量の増強

（2.1万m３ ⇒ 8.0万m３）

・施設の老朽化

・原水に適した浄水処理の採用

・運転管理性の向上

旧施設

Ｈ１３年 （35年経過）Ｈ８年 （100年経過）Ｈ１７年 （74～81年経過）更新着手

能力増を伴う全面リニューアル緩速ろ過を膜ろ過方式に変更

更新の
主な理由

砧：Ｓ６年、砧下：Ｔ１３年

砧浄水場・砧下浄水所

更新

Ｓ４１年Ｍ２９年築造年

小右衛門給水所芝給水所施設名



管路取替の状況

・ダクタイル鋳鉄管の直管と高級鋳
鉄製の異形管が混在した路線

・ポリエチレンスリーブが未被覆

・異形管内面は無ライニング

・調査の結果、耐用５０年

・内面がライニングされていない強
度の低い鋳鉄管（普通・高級鋳鉄
管）

・布設年度の古い鋼管

説明

H13～H30

（約1,200kmを
優先して実施）

S48～H25

取替期間

解消率 94％

残存延長
495km

・漏水、赤水等
の防止、耐震
性の向上

・約8,000km

経年管

取替

・漏水、濁り水
の防止、耐震
性の向上

・約2,600km

目的、延長

解消率 ４％

取替済延長

116km

初期ダク
管取替

現在の取替状況

３ 次世代につなげる水道
（水道施設の更新・機能強化）

H16年度末

液化塩素
注入設備

次亜塩素酸
ナトリウム
注入設備

◆作業員の安全確保
◆維持管理性向上

更 新 前 更 新 後 更新コンセプト

設備機器の更新 ～機能変更・効率化などによる更新例～

粉末活性炭
注入設備

（ウエット炭）

粉末活性炭
注入設備
（ドライ炭）

◆浄水処理確実性向上
◆維持管理性向上
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技術系職員の年齢構成

歳

人

５０歳以上の
職員が４４％

３ 次世代につなげる水道
（施設の効率的・安定的な運転管理）
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